
弁護士名簿等の登録料納付等に関する免除等の基準

（平成２４年１２月２１日理事会議決）

改正 平成２５年１２月１９日

同 ２６年１２月１８日

令和 ３年 ６月１８日

（目的）

第１条 この基準は、弁護士名簿等の登録料の納付の免除及び猶予並びに資格証明

書面の提出の免除に関する基準を定め、それぞれの免除等の適正かつ公平な運用

を図ることを目的とする。

（弁護士任官者の退官後の登録料納付等の免除）

第２条 会則第１９条第４項の規定により同条第１項第４号の書面の提出を免除す

ることができる場合及び弁護士名簿の登録料納付の免除等に関する規程（会規第

９６号）第３条の規定により会則第２３条第１項第１号に規定する登録料の納付

を免除することができる場合は、弁護士名簿の登録後３年以上経過した者が裁判

官に任官し、退官後弁護士名簿に登録を請求する場合とする。

（弁護士職務経験法による登録の場合の登録料納付免除）

第３条 判事補及び検事の弁護士職務経験に関する法律（平成１６年法律第１２１

号。以下「弁護士職務経験法」という。）第４条第１項の弁護士登録を受けよう

とする者（以下「登録請求者」という。）が弁護士名簿への登録を請求するに当

たり、判事補の場合にあっては最高裁判所事務総局人事局長が、検事の場合にあ

っては法務省大臣官房人事課長が、それぞれ発行する当該登録請求者が弁護士職

務経験法の規定により弁護士となってその職務を行う予定の者である旨の書面を

入会しようとする弁護士会を経て本会に提出したときは、当該登録請求者が弁護

士名簿に登録されるまでの間会則第２３条第１項第１号に規定する登録料の納付

を猶予する。この場合において、登録請求者は、会則第１９条第１項第４号に規

定する書面の提出を要しない。

２ 前項の場合において、最高裁判所又は法務省が登録請求者の弁護士名簿の登録

に際し、判事補の場合にあっては最高裁判所事務総長が、検事の場合にあっては

法務省事務次官が、それぞれ発行する当該登録請求者が弁護士職務経験法の規定

により弁護士となってその職務を行う者である旨の書面を本会に提出したとき

は、当該登録請求者について、会則第２３条第１項第１号に規定する登録料の納

付を免除する。



３ 弁護士職務経験法の規定により弁護士名簿の登録を受けた者が自己の意思に基

づき裁判所事務官又は法務省職員の身分を失ったときは、前項に規定する免除は、

その効力を失う。

（震災等による登録事項の変更の場合の登録料免除）

第４条 弁護士名簿の登録料納付の免除等に関する規程第２条、弁護士法人規程（会

規第４７号）第１４条第２項、外国特別会員基本規程（会規第２５号）第１６条

第２項、外国法事務弁護士法人規程（会規第９９号）第１４条第２項、共同法人

会員基本規程（会規第１０５号）第１９条第２項、準会員規則（規則第１１号）

第１２条第２項及び特別会員規則（規則第２６号）第１１条第２項の甚大な被害

とは、全壊、全焼若しくはこれと同等の被害であるもの又は著しい機能の障害が

あって、かつ、物理的若しくは経済的に事務所若しくは住居の改修が不能若しく

は著しく困難な状態であるものをいうものとする。

附 則

１ この基準は、平成２５年１月１日から施行する。

２ 弁護士名簿の登録に関する登録料納付の免除等の基準及び弁護士名簿記載事項

の訂正に関する取扱基準は、廃止する。

附 則（平成２５年１２月１９日改正）

１ 第２条の改正規定は、平成２６年１月１日から施行する。

２ 第３条の見出し並びに同条第３項及び第４項の改正規定は、平成２６年４月１

日から施行する。

附 則（平成２６年１２月１８日改正）

第２条の改正規定は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（令和３年６月１８日改正）

第１条及び第４条の改正規定は、外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特

別措置法の一部を改正する法律（令和２年法律第３３号）第２条の規定の施行の日

から施行する。

（令和４年政令第４１号で令和４年１１月１日から施行）


